
22 海上出入貨物

データ
チェック

●鉱産品の輸移出が77万トン増加

　川崎港における平成21年中の海上出入貨物の取扱量は輸移出総量は2,501万
トン、輸移入総量は5,911万トンとなっています。

　品名別にみると、輸移出では、化学工業品が1,625万トン（構成比65.0％）で最も多く、次い
で金属機械工業品394万トン（同15.7％）、鉱産物250万トン（同10.0％）の順となっています。
　また、輸移入では、原油を扱う鉱産物が3,500万トン（同59.2％）と最も多く、次いで化学工
業品2,104万トン（同35.6％）、金属機械工業品139万トン(同2.4％）の順となっています。
　前年と比べると、総量は輸移出、輸移入ともに減少しています。その中で、鉱産品の輸移出は
77万トン増加しています。

品名別

総　量

 農 水 産 品

 林 産 品

 鉱 産 物

 金属機械工業品

 化 学 工 業 品

 軽 工 業 品

 雑 工 業 品

 特 殊 品

 分類不能のもの

平成20年

輸移出 輸移入 輸移出 輸移入

平成21年

(単位：トン）

主な輸移出・輸移入貨物(平成21年）

（トン）

農水産品 鉱産物 化学工業品 特殊品金属機械工業品

■輸移出 ■輸移入



23 卸売市場

データ
チェック

●青果、花きの取扱金額が増加

　川崎市では、中央卸売市場北部市場と地方卸売市場南部市場が設置・運営され、
それぞれ、青果、水産物、花きの3部門を取り扱っています。

　平成22年の取扱数量は、両市場合わせて青果が8.1万トン、水産物が4.7万トンとなっており、
青果と水産物を合わせた総量は、12.8万トン（前年比6.4％減）となっています。
　種類別では、野菜が6.5万トンで最も多く、次いで生鮮水産物2.0万トン、加工水産物1.9万ト
ン、果実1.6万トン、冷凍水産物0.8万トンの順となっています。
　花きの取扱数量は6,810万（本・束・個）で前年より289万（本・束・個）減少しましたが、取扱
金額は43億2,616万円で前年より8,669万円増加しています。

種類別

総 数

 青果

野菜

果実

 水産物

生鮮水産物

冷凍水産物

加工水産物

花 き

＊川崎市中央卸売市場北部市場及び地方卸売市場南部市場における取扱高。

＊花きの数量の単位は1000（本・束・個）である。

平成20年 平成21年 平成22年

数量 金額 数量 金額 数量 金額

(単位：トン、千円）

（トン） （億円）

平成18年 19年 20年 21年 22年

■■数量 金額

青果・水産物の総取扱量と金額の推移



24 賃金・労働時間

データ
チェック

●現金給与総額は「電気・ガス・熱供給・水道業」が第1位

　神奈川県下の常用5人以上の事業所で働く常用労働者の1人平均の月間現金給
与総額は、平成22年調査産業平均で32万8,012円となっています。産業別にみる

と現金給与総額は「電気・ガス・熱供給・水道業」が最も多く、次いで「学術研究、専門・技術サー
ビス業」、「建設業」の順となっています。
　また、1人平均の月間総実労働時間は、平成22年調査産業平均で139.8時間となっています。
産業別にみると総実労働時間は「建設業」が最も長く、次いで「運輸業、郵便業」、「情報通信業」
の順となっています。

産業別

平 成 2 2 年 調 査 産 業 平 均

建 設 業
製 造 業
電 気・ガ ス・熱 供 給 ･ 水 道 業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業 、物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業 、飲 食 サ ー ビ ス 業
生 活 関 連サービス業、娯 楽 業
教 育 、 学 習 支 援 業
医 療 、 福 祉
複 合 サ ー ビ ス 事 業
サービス業(他に分類されないもの)

＊神奈川県下の常用労働者5人以上の事業所。 （神奈川県毎月勤労統計調査平成22年平均確報）

労働賃金 労働時間

現金給与総額 定期給与 特別給与 総実労働時間 所定内労働時間 所定外労働時間うち所定内給与

(単位：円、時間）

（円） （時間）

平成22年
調査産業
平均

建設業 製造業 電気・ｶﾞｽ
・熱供給
･水道業

情報
通信業

運輸業、
郵便業

卸売業、
小売業

金融業、
保険業

学術研究、
専門・技術
サービス業

宿泊業、
飲食

サービス業

生活関連
サービス業、
娯楽業

教育、
学習
支援業

医療、
福祉

複合サ
ービス
事業

サービス
業(他に
分類され
ないもの)

不動産業、
物品賃貸業

■現金給与総額 ■総実労働時間

産業別1人1か月当たりの現金給与総額及び総実労働時間（平成22年）



25 一般雇用保険

データ
チェック

●川崎・川崎北公共職業安定所ともすべての項目で増加

　平成21年度中の川崎公共職業安定所における一般雇用保険の給付状況は、受
給資格決定件数は1万725件（前年度比108.4％増）、給付実人員は4万4,762人

（同178.6％増）、雇用保険金支給額は、63億2,072万円（同189.3％増）、1人平均支給額は14
万1,207円（同3.8％増）、初回受給者は9,683人（同139.1％増）となっています。なお、平成
21年4月から川崎公共職業安定所に鶴見所が統合されたため、平成21年度の川崎公共職業安
定所の各指標は旧鶴見所管轄分を含む数値となっています。
　また、川崎北公共職業安定所における一般雇用保険の給付状況は、受給資格決定件数は1万
8,255件（前年度比25.0％増）、給付実人員は7万2,651人（同58.7％増）、雇用保険金支給額
は104億9,775万円（同61.7％増）、1人平均支給額は14万4,496千円（同2.0％増）、初回受給
者は1万6,205人（同35.7％増）となっています。

年　度

川崎公共職業安定所

 平成 年度

 年度

 年度

 年度

 年度

川崎北公共職業安定所

 平成 年度

 年度

 年度

 年度

 年度

受給資格決定件数 初回受給者数 雇用保険金支給額 給付実人員 1人平均支給額

（平成11年は7月1日、平成9年・14年・16年・19年は6月1日）

＊神奈川労働局職業安定部職業安定課

＊平成21年4月から川崎公共職業安定所に鶴見所が統合されたため、平成21年度の川崎公共職業安定所の各指標は、旧鶴見所管轄分を含む数値である。

1人平均支給額の推移

（円）

平成17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

川崎北川崎



26 一般職業紹介状況

データ
チェック

●川崎・川崎北公共職業安定所における新規求人倍率、年間求人倍率はともに減少

　川崎公共職業安定所における平成21年中の職業紹介状況は、新規求職申込件数
は2万8,037件（前年比78.7％増）、新規求人数は2万2,177人（同5.6％減）で新規

求人倍率は0.79倍でした。また、年間求職者数は12万6,658人（同116.0％増）、年間求人数は
6万353人（同9.9％減）で年間求人倍率は0.48倍でした。なお、平成21年4月から川崎公共職
業安定所に鶴見所が統合されたため、平成21年の川崎公共職業安定所の各指標は4月以降の
旧鶴見所管轄分を含む数値となっています。
　川崎北公共職業安定所における平成21年中の職業紹介状況は、新規求職申込件数は3万
9,546件（前年比34.3％増）、新規求人数は1万8,712人（同22.1％減）で新規求人倍率は
0.47倍でした。また、年間求職者数は18万5,353人（同44.7％増）、年間求人数は5万949人
（同26.6％減）で年間求人倍率は0.27倍でした。

年　次

川崎公共職業安定所

 平成 年

 年

 年

 年

 年

川崎北公共職業安定所

 平成 年

 年

 年

 年

 年

新規求職申込件数 新規求人数 新規求人倍率 年間求職者数 年間求人数 年間求人倍率

川崎・川崎北公共職業安定所における新規求人倍率、年間求人倍率はともに減少

＊神奈川労働局職業安定部職業安定課

＊平成21年4月から川崎公共職業安定所に鶴見所が統合されたため、平成21年の川崎公共職業安定所の各指標は4月以降の
　旧鶴見所管轄分を含む数値である。

年間求人倍率の推移

（倍）

平成17年 18年 19年 20年 21年

川崎北川崎



27 経済活動別市内総生産

データ
チェック

●市内総生産は前年度比1.3％増のプラス成長

　平成20年度の市内総生産は5兆2,140億円で、対前年度比は1.3％増とプラス
成長となりました。産業別に対前年度増加率をみると「電気・ガス・水道業」（前年度

比9.9％増）が最も高く、次いで「鉱業」（同5.6％増）、「卸売・小売業」（同2.8％増）の順となって
います。
　また、産業別の構成比では、「製造業」が26.6％で最も高く、次いで「不動産業」18.8％、「サ
ービス業」18.7％の順となっています。

種　別

１　産　業
農林水産業

鉱業
製造業
建設業

電気・ガス・水道業
卸売・小売業
金融・保険業
不動産業

運輸・通信業
サービス業

２　政府サービス生産者
電気・ガス・水道業

サービス業
公務

３　対家計民間非営利
サービス生産者

小 計
輸入品に課される税・関税
（控除）総資本形成に係る消費税

（控除）帰属利子

市 内 総 生 産

実　数

平成19年度 平成20年度 平成19年度 平成20年度 平成19年度 平成20年度

対前年度増加率 構　成　比

（単位：百万円、％）

主な産業別構成比
（%）

製造業 卸売・小売業 運輸・通信業 サービス業不動産業
■平成19年度 ■平成20年度



28 水　道

データ
チェック

●工業用水道事業への給水開始により年間総配水量が増加

　平成22年度の給水世帯数は66万4,458世帯（対前年度比1.3％増）で、給水人
口は142万6,879人（同比0.9％増）となっています。また、給水栓数は77万5,704

栓（同比1.2％増）で、年間総配水量は1億8,848万㎥（同比8.1％増）となっています。
　平成22年度から工業用水道事業への給水を開始したことから、年間総配水量が増加しました。

年　度 給水世帯数 給水人口 給水栓数

平成 年度

年度

年度

年度

年度

配水量

総　量 1日最大 1日最小

(単位：トン、千円）

（千立方ﾒｰﾄﾙ）

平成18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

年間総配水量の推移



29 下水道

データ
チェック

●水洗普及率は99.0%

　平成22年度末における下水道の概況は、処理区域面積が1万663ha、下水管延
長が3,035㎞、水洗化件数が65万3,466件、水洗普及率が99.0％となっています。

また、4か所の処理場での平成22年度中の処理水量は、2億649万㎥となっています。

年　度

平成 年度

年度

年度

年度

年度

処理区域面積
（ha）

下水道使用件数
（件）

処理場流入総量
（千立方ﾒｰﾄﾙ）

水洗化可能件数
(件)

水洗化件数
（件）

水洗普及率
（％）

下水処理場
（箇所）

下水管延長
（km）

川崎・川崎北公共職業安定所における新規求人倍率、年間求人倍率はともに減少

水洗化件数と水洗普及率の推移

（件） （％）

平成18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

■■水洗化件数 水洗普及率



30 市バスの運輸状況

データ
チェック

●1日平均乗車人員は12万3,224人

　平成22年度の乗車人員は、前年度に比べて64万4,916人（1.4％）減少し、
4,497万6,740人でした。

　そのうち、定期で乗車した人は97万3,144人（7.4％）増加し、定期外で乗車した人は161万
8,060人（5.0％）減少しました。

年　度
営業キロ
（km）

在籍車数
（台）

平成 年度

年度

年度

年度

年度

＊営業キロ、在籍車数は各年度末現在。乗車人員は、年度間の累計。

乗車人員（人）

総数 定期 定期外 1日平均

(単位：トン、千円）

（人）

平成18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

市バス1日平均乗車人員の推移



31 主要駅の1日平均乗車人員

データ
チェック

●最も乗車人員が多いのはＪＲ川崎駅、次いで東急溝の口駅

　平成21年の市内のＪＲ・私鉄の駅は20年と同数で54駅となっています。そのう
ち､ＪＲ川崎駅と東急溝の口駅及び東急武蔵小杉駅で1日の平均乗車人員が10万人

を超えています。
　駅別に乗車人員をみると、ＪＲ川崎駅が18万7,148人と最も多く、次いで東急溝の口駅10万
9,146人、東急武蔵小杉駅10万3,160人の順となっています。
　また、平成20年と21年を比較して、最も乗車人数が増加した駅は東急溝の口駅で2万
2,557人（対前年比26.1％増）、次いでJR武蔵溝ノ口駅864人（同1.2％増）、JR川崎駅663人
（同0.4％増）の順となっています。

駅　名

京浜急行 京急川崎

ＪＲ東日本 川崎

 武蔵小杉

 武蔵溝ノ口

 登戸

 新川崎

小田急 登戸

 新百合ヶ丘

 向ヶ丘遊園

東急 武蔵小杉

 溝の口

 鷺沼

 宮前平

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年

（単位：人）

＊JR東日本は、各年度の１日平均乗車人員を表したもの。

1日平均乗車人員の推移（1日平均乗車人員6万人以上の駅）

（人）

平成17年 18年 19年 20年 21年
JR武蔵小杉 東急武蔵小杉JR川崎

JR登戸

JR武蔵溝ノ口

東急溝の口 小田急登戸



32 ごみの処理状況

データ
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●資源化率は昨年度に引き続き増加

　平成22年度のごみの収集総量は､44万2,177トンで前年度に比べて6,607トン
（1.5％）減少しました。収集総量のうち、41万2,712トン(処理・処分量の93.3％）

を焼却処分し、空き瓶､空き缶、粗大ごみから出る金属類を中心に2万9,465トン(同6.7％）を
資源化しました。

年　度 収集総量 資源化率

平成 年度

年度

年度

年度

年度

処理・処分量

焼　却 埋め立て 資源化

(単位：トン）

（トン）

平成18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

ごみの収集総量の推移

＊資源化量に乾電池保管を含む。



33 犯罪認知件数

データ
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●犯罪認知件数は引き続き減少

　平成22年中の市内での刑法犯の認知件数は1万3,825件で、前年と比べ1,446
件（9.5％）減少しています。

　犯罪別にみると、窃盗犯が1万433件（総数の75.5％）と最も多く、次いで粗暴犯843件（同
6.1％）、知能犯364件（同2.6％）の順となっています。
　平成21年と比べると、凶悪犯が21件、粗暴犯が26件、窃盗犯が967件、知能犯が50件、風俗
犯が２件の減少となっています。

年　次 総　数 粗暴犯 窃盗犯 知能犯 風俗犯 その他

平成 年

年

年

年

年

凶悪犯

殺人 強盗 放火 強姦

（単位：件）

（件）

平成18年 19年 20年 21年 22年

犯罪認知件数の推移

＊神奈川県警察本部



34 火災発生件数

データ
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●火災発生件数は微増

　平成22年の火災発生件数は388件（前年比4.3％増）、焼損面積4,320㎡（同
12.3％減）、損害額4億9,026万円（同4.7％減）となっています。また、死者は11人

（前年比3人増）、負傷者は64人(同9人減）となっています。

年　次 焼損面積 損害額 死　者 傷　者

平成 年

年

年

年

年

火災件数

総数 建物 車両他

(単位：トン、千円）

（件）

平成18年 19年 20年 21年 22年

火災発生件数の推移



35 交通事故発生状況

データ
チェック

●発生件数、死傷者数とも引き続き減少

　平成22年中の市内の交通事故発生件数は4,852件で、前年の4,960件と比べ
108件（2.2％）減少しています。また、平成22年中の死傷者は5,576人で、前年の

5,708人と比べ132人（2.3％）減少しています。
　区別にみると、死傷者数が最も多いのは川崎区で1,042人、次いで高津区972人、宮前区
876人の順となっています。また、死傷者数を前年と比べると川崎区が171人（14.1％）と最も
減少しています。

川崎市

川崎区

幸　区

中原区

高津区

宮前区

多摩区

麻生区

平成18年区・種別 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

（単位：件、人）

＊市内において踏切を含む一般路上の法規違反による交通事故（人身事故）数を表した。
＊神奈川県警察本部

区別交通事故発生件数の推移
（件）

平成18年 19年 20年 21年 22年
幸　区 中原区川崎区 多摩区高津区 宮前区 麻生区



36 保育所の概況

データ
チェック

●保育所数及び在籍児童数が増加し、待機児童数は減少

　平成23年4月1日現在の保育所数は180か所で、このうち公営は68か所、民営は
112か所となっています。

　在籍児童数は、1万6,453人で、前年度の1万5,199人より1,254人(8.3％）増加しました。ま
た、待機児童数について、3歳未満児は720人で前年度と比べ178人（19.8％）減少し、3歳以上
児は131人で前年度と比べ47人（26.4％）減少しており、全体として225人（20.9%）減少しま
した。

年　度 保育所数

平成 年度

年度

年度

年度

年度

在籍児童数 待機児童数

総　数 3歳未満児 3歳以上児 3歳未満児 3歳以上児

（単位:所、人）（各年度4月1日）

（人）

平成19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

保育所在籍児童数の推移



37 小学校・中学校の概況

データ
チェック

●児童数・生徒数ともに増加

【小学校】
　平成22年度の小学校数は117校で、市立校が1校減り113校、私立4校となって

います。児童数は、7万1,982人で前年度と比べ406人（0.6％）増加しています。公私別では市
立は7万329人で前年度より406人（0.6％）増加しており、私立は前年度と同じ1,653人となっ
ています。
【中学校】
　平成22年度の中学校数は57校で、市立51校､私立6校と前年度と変わりません。生徒数は3万
937人で前年度と比べ122人（0.4％）増加しています。公私別では、市立は2万7,093人で前年度
より127人（0.5％）増加しており、私立は3,844人で前年度より5人（0.1％）減少しています。

年　度

平成 年度
年度
年度
年度
年度

学校数

総数 市立 私立 総数 市立 私立 総数 市立 私立

児童数学級数

（単位：校、学級、人）（各年5月1日）

（学校基本調査）

小学校の概況

年　度

平成 年度
年度
年度
年度
年度

学校数

総数 市立 私立 総数 市立 私立 総数 市立 私立

生徒数学級数

（単位：校、学級、人）（各年5月1日）

（学校基本調査）

中学校の概況

小・中学校の児童･生徒数の推移

平成18年度

19年度

20年度

21年度

22年度

（人）
■児童数 ■生徒数



38 生活保護の概況

データ
チェック

●被保護人員の増加傾向続く

　平成21年度の生活保護被保護人員は、月平均で2万6,974人で20年度と比べ
2,227人（9.0％）増加しました。

　平成21年度の保護費総額は492億8,074万円で、20年度と比べ47億3,505万円（10.6％）
増加しました。扶助別にみると医療扶助が200億8,289万円(総額の40.8％）と最も多く、次
いで生活扶助の168億4,912万円（同34.2％）の順となっており、この2つの扶助で総額の
74.9％を占めています。

年　次
現に保護を
受けて
いる者

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

総数 生活扶助 住宅扶助 教育扶助 介護扶助 医療扶助
出産、生業、
葬祭扶助

人　員

（単位:人）

＊人員は各年度月平均
＊現に保護を受けている者には保護停止中の者を含まない。

被保護人員の概況

年　次 総額

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

生活扶助 住宅扶助 教育扶助 介護扶助 医療扶助 施設事務費出産、生業、
葬祭扶助

（単位:千円）保護費の概況

生活保護被保護人員及び保護費の推移

（人）
（億円）

平成17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

■■実人員 保護費



39 出生と死亡

データ
チェック

●出生率は10.4‰で全国の8.5‰を上回る

　平成21年の人口動態調査では、出生数が1万4,276人と前年に比べて123人
（0.9％）減少しており、出生率は10.4‰と全国の8.5‰を上回っています。

　死亡数は8,783人で、前年に比べて104人（1.2％）増加しており、死亡率は6.4‰と全国の
9.1‰を下回っています。
　死産数は302胎で、前年に比べ20胎（7.1％）増加しており、出産数1,000人当たりの死産率
は20.7‰と全国の24.6‰を下回っています。

年 次 出 生 死 亡 死 産

平成 年

年

年

年

年

（人口動態調査）＊出生率、死亡率は各年10月1日現在の日本人人口1,000人に対する割合。

出生率 死亡率 死産率

川崎市 全国 川崎市 全国 川崎市 全国

（単位：人、胎、‰）

出生率の推移

（‰）

平成17年 18年 19年 20年 21年

全国川崎市



40 着工新設住宅戸数

データ
チェック

●１戸当たりの延べ床面積が増加

　平成21年中の市内の着工新設住宅戸数は1万2,635戸で、20年の1万8,164戸
に比べ5,529戸（30.4％）減少しました。

　利用関係別にみると、貸家が6,552戸（戸数総数の51.9％）と最も多く、次いで分譲住宅の
4,571戸（同36.2％）の順となっています。
　延べ床面積の総数は86万6,703㎡で前年に比べ33万8,833㎡（28.1％）減少していますが、
1戸当たりの延べ床面積は68.6㎡で20年に比べ2.2㎡（3.4％）増加しました。

年　次

平成 年

年

年

年

年

＊国土交通省

戸　数 延べ床面積

総　数 持　家 貸　家 給与住宅 分譲住宅 総　数 1戸当たり

（単位：戸、平方ﾒｰﾄﾙ）

着工新設住宅戸数の推移

（戸）

平成17年 18年 19年 20年 21年



41 建て方別住宅の概況

データ
チェック

●総住宅数の73.3％は共同住宅

　平成20年の住宅・土地統計調査結果で、市内の居住世帯のある住宅61万
3,460戸を建て方別にみると、共同住宅が44万9,870戸（戸数総数の73.3％）で

最も多く、次いで一戸建15万1,390戸(同24.7％）、長屋建1万420戸（同1.7％）、その他1,790
戸（同0.3％）の順となっています。
　前回調査の平成15年と比べると、総数で7万6,940戸(前回比14.3％)、共同住宅が6万
7,580戸(同比17.7％）、一戸建が8,360戸(同比5.8％)増加しています。

年　次

昭和 年

平成 年

年

年

年

（住宅･土地統計調査）

戸　数

総　数 一戸建 長屋建 共同住宅 その他

（単位：戸）（各年10月1日）

建て方別住宅数の推移

共同住宅 一戸建総　数 長屋建他

（戸）

昭和63年 平成5年 10年 15年 20年



42 選挙

データ
チェック

●平成14年以降の最も高い投票率は平成21年の衆議院議員・小選挙区選挙の66.77％

　平成14年からの各選挙の投票率をみると、平成21年8月30日に行われた衆議
院議員･小選挙区選挙の66.77％が最も高くなっています。

種　別 執行年月日

衆議院議員・小選挙区(＊ )
県　知　事
県議会議員
市議会議員
衆議院議員・小選挙区
衆議院議員・比例代表
参議院議員・選挙区
参議院議員・比例代表
衆議院議員・小選挙区
衆議院議員・比例代表

参議院議員・選挙区(＊ )
市　　　　長

市議会議員(＊ )
県　知　事
県議会議員
市議会議員
参議院議員・選挙区
参議院議員・比例代表
衆議院議員・小選挙区
衆議院議員・比例代表
市　　　　長

参議院議員・選挙区(＊ )
参議院議員・選挙区
参議院議員・比例代表
県　知　事
県議会議員
市議会議員

(＊1)神奈川県第８区選出議員補欠選挙　(＊2)神奈川県選出議員補欠選挙　(＊3)宮前区選挙区補欠選挙

平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日
平成 年 月 日

総数 男 女 総数 男 女

投票者数 投票率

当日有権者数

総　　　数

川崎区

幸　区

中原区

高津区

宮前区

多摩区

麻生区

投票者数 投票率

市長選挙の投票状況(平成21年10月25日）

当日有権者数

総　　　数

川崎区

幸　区

中原区

高津区

宮前区

多摩区

麻生区

投票者数 投票率

市議会議員選挙の投票状況(平成23年4月10日）



43 市税収入額

データ
チェック

●市税収入総額は2年連続の減収

　平成22年度の市税収入は2,819億9,052万円で前年度に比べ32億5,655万円
(前年度比1.1％）の減少となっており、2年連続の減収となりました。 

　税目別にみると、市民税が1,272億8,717万円（総額の45.2％）で最も多く、次いで固定資
産税が1,143億609万円(同40.5％）となっており、市民税と固定資産税の２税で総額の85.7
％を占めています。
　市民税を前年度と比べると、個人市民税は68億8,463万円（前年度比5.9％）減少し、法人
市民税は17億3,636万円(同11.4％)の増加となりました。

（単位：千円）

（億円）

22年度平成19年度 20年度 21年度

税　　　　目 平成20年度平成19年度

総　額

　市民税

　　　　　個人

　　　　　法人

固定資産税

軽自動車税

市たばこ税

特別土地保有税

入湯税

事業所税

都市計画税

平成21年度 平成22年度

市税収入の推移



44 市民要望・評価と定住状況

項　　　　　目 ％ 

（平成22年度かわさき市民アンケート）

医療体制の整備
防犯対策
高齢者のための施策
子どものための施策
公害防止対策
交通安全対策
健康づくりのための施策
道路、公園、広場の美化・清掃
自然や緑の保全
自転車対策

市政に対する要望ベスト10 

0 10 20 30 40 50 60
（%）

項　　　　　目 ％ 

ごみ収集やリサイクル
水道水の安定供給
バスなどの交通網の整備
自転車対策
道路、公園、広場の美化・清掃
駅周辺の再開発
公園の整備や維持管理
文化施設の整備
健康づくりのための施策
下水道の整備

市政に対する評価ベスト10 

0 10 15 25 35 455 20 30 40 50
（%）

（１）居住年数   
(今のところにお住まいになって何年になりますか。）

1年未満
1～3年未満
3～5年未満
5～10年未満
10～20年未満
20年以上
生まれてからずっと住んでいる
無回答

（２）定住意向   
(これからも今のところにお住まいになりたいですか。）

これからも住んでいたい
できれば市内の他の区へ移りたい
できれば市外へ移りたい
わからない
無回答

市民の定住状況 

■
■
■
■
■
■
■
■

1年未満

1～3年未満

3～5年未満

5～10年未満

10～20年未満

20年以上

生まれてからずっと住んでいる

無回答

■
■
■
■
■

これからも住んでいたい

できれば市内の他の区へ移りたい

できれば市外へ移りたい

わからない

無回答



（各年10月1日現在）

※国勢調査人口
（1972年は推計人口）資料：厚生労働省「人口動態統計」、健康福祉局

合計特殊出生率について

　厚生労働省が発表した平成22年人口動態統計月報年計（概数）で、同年における全国の合計特殊出生率が2
年ぶりに増加した、というニュースが新聞などで大きくとりあげられました。
　合計特殊出生率は、1人の女性が一生の間に産む子どもの人数を推計したもので、その年次における15歳～
49歳女性の各歳の年齢別出生率を合計して算出します。
　少子化が進行する中、合計特殊出生率の動向は毎年注目されていますが、ここでは川崎市と全国の推移や、国
内外の状況について紹介します。

　川崎市が指定都市に移行した1972年（昭和47年）以降の川崎市と全国の合計特殊出生率の推移を見ると、全
国・川崎市とも1970年代前半をピークに2000年代前半まで低下傾向にあり、2005年には全国・川崎市とも最
低の数値（全国1.26、川崎市1．19）まで落ち込みましたが、以降はわずかな上昇傾向にあります。また、川崎市は
1970年代中旬以降、ほとんどの年代で全国の数値をわずかに下回っており、2010年は全国1.39、川崎市1.32
となっています。
　1972年と比較すると、川崎市における2010年の15～49歳女性人口は、約6万人増加していますが、出生数
は約9,000人減少していることからも、合計特殊出生率が低下していることがうかがえます。

川崎市と全国の推移

国内外の状況

年別 人数 

1972
1975
1980
1985
1990
1995
2000
2005
2010

287,671
285,577
284,840
291,977
314,774
314,501
312,799
326,286
348,994

15～49歳女性
人口の推移（川崎市）※

資料：大都市比較統計年表（平成21年）

大都市の状況（2009年） 

合計特殊出生率

資料：厚生労働省「人口動態統計」

※5歳階級の年齢別出生率に基づき算出

都道府県の状況（2010年概数）

  資料：国立社会保障・人口問題研究所

※5歳階級の年齢別出生率に基づき算出

主要先進国の状況 

国別 合計特殊出生率年次

2007
2008
2008
2008
2008
2007
2008
2007
2008
2007
2008
2008
2008
2008
2008
2008
2008
2008

（万人）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19

都市別

浜 松 市
北九州市
広 島 市
岡 山 市
堺 市
静 岡 市
名古屋市
川 崎 市
横 浜 市
千 葉 市
さいたま市
新 潟 市
大 阪 市
仙 台 市
京 都 市
神 戸 市
東京都区部
福 岡 市
札 幌 市

合計特殊出生率

1
2
3
4
5
6
7
8
9

40
41
42
43
44
45
46
47

県別

沖 縄 県
島 根 県
宮 崎 県
熊 本 県
鹿児島県
佐 賀 県
福 井 県
香 川 県
大 分 県

埼 玉 県
神奈川県
宮 城 県
奈 良 県
秋 田 県
京 都 府
北 海 道
東 京 都

ｱﾒﾘｶ合衆国
フランス
ｵｰｽﾄﾗﾘｱ
ﾉ ﾙ ｳ ｪ ｰ
ｽｳｪｰ ﾃﾞﾝ
イギリス
ﾃ ﾞ ﾝ ﾏ ｰ ｸ
ベルギー
オランダ
カ ナ ダ
ス イ ス
ﾌﾞﾙｶﾞﾘ ｱ
ｽ ﾍ ﾟ ｲ ﾝ
ｵ ｰ ｽ ﾄ ﾘ ｱ
イタリア
ド イ ツ
日 本
ﾊ ﾝ ｶ ﾞﾘ ｰ

出生数（川崎市）

合計特殊出生率（川崎市）

合計特殊出生率（全国）

合計特殊出生率及び出生数の推移
… … …
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